









































































































































































































































































































































































































































































懲役 1.3040 0.5315 0.7290
禁錮 −0.6124 0.0464 0.2154









































































0.226 10位 0.000 [**]
死亡者数







































































































































































































































































階級幅 階級値 全体 懲役 禁錮
−1.75〜−1.25 −1.50 0 0 0.0％ 0 0.0％
−1.25〜−0.75 −1.00 65 0 0.0％ 65 26.3％
−0.75〜−0.25 −0.50 181 4 3.4％ 177 71.7％
−0.25〜0.25 0.00 3 0 0.0％ 3 1.2％
0.25〜0.75 0.50 10 9 7.8％ 1 0.4％
0.75〜1.25 1.00 64 63 54.3％ 1 0.4％
1.25〜1.75 1.50 10 10 8.6％ 0 0.0％
1.75〜2.25 2.00 15 15 12.9％ 0 0.0％
2.25〜2.75 2.50 12 12 10.3％ 0 0.0％
2.75〜3.25 3.00 1 1 0.9％ 0 0.0％
3.25〜3.75 3.50 2 2 1.7％ 0 0.0％
3.75〜4.25 4.00 0 0 0.0％ 0 0.0％


























































































































懲 役 禁 錮
事例数 ％ 事例数 ％
業務上過失傷害 1 0.9 148 59.9
業務上過失傷害，道路運送車両法違反 0 0.0 1 0.4
業務上過失傷害，道路交通法違反 90 77.6 0 0.0
業務上過失傷害，道路交通法違反，傷害 1 0.9 0 0.0
業務上過失傷害，道路交通法違反，犯人隠避教唆 3 2.6 0 0.0
業務上過失致死 0 0.0 79 32.0
業務上過失致死，業務上過失傷害 0 0.0 4 1.6
業務上過失致死，道路交通法違反 5 4.3 0 0.0
業務上過失致死傷 1 0.9 8 3.2
業務上過失致死傷，道路交通法違反 3 2.6 0 0.0
自動車運転過失傷害 0 0.0 3 1.2
自動車運転過失傷害，道路交通法違反 10 8.6 0 0.0
自動車運転過失致死 0 0.0 4 1.6
自動車運転過失致死，道路交通法違反 2 1.7 0 0.0











































































































































































































































































































































































































未成年者 17歳 業務上過失傷害，道路交通法違反 懲役年月 年間
未成年者 19歳 業務上過失傷害 禁錮年月 年間
未成年者 19歳 業務上過失傷害，道路交通法違反 懲役年月 年間



























































































































































実刑 1.6209 0.9498 0.9746
執行猶予 −0.2199 0.6021 0.7759











































































































































0.538 11位 0.015 [*]





























































































































































































級（実 刑 と 推 定）に は 14 例，「0.75〜1.25」の 階 級 に は 23 例，




























階級幅 階級値 全体 実刑 執行猶予
−2.75〜−2.25 −2.50 0 0 0.0％ 0 0.0％
−2.25〜−1.75 −2.00 2 0 0.0％ 2 0.6％
−1.75〜−1.25 −1.50 16 0 0.0％ 16 5.0％
−1.25〜−0.75 −1.00 66 0 0.0％ 66 20.8％
−0.75〜−0.25 −0.50 85 1 2.3％ 84 26.5％
−0.25〜0.25 0.00 79 3 7.0％ 76 24.0％
0.25〜0.75 0.50 43 4 9.3％ 39 12.3％
0.75〜1.25 1.00 29 6 14.0％ 23 7.3％
1.25〜1.75 1.50 11 8 18.6％ 3 0.9％
1.75〜2.25 2.00 13 9 20.9％ 4 1.3％
2.25〜2.75 2.50 10 7 16.3％ 3 0.9％
2.75〜3.25 3.00 6 5 11.6％ 1 0.3％
3.25〜3.75 3.50 0 0 0.0％ 0 0.0％




























































































0.498 位 0.208 [ ]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
謝措置がなされていないこと，被害者が死亡した場合や負傷者が人以上
の場合などの結果の重大性である。他方で，事故後に加害者側が誠意をも
って慰謝措置をとり，それを受けて被害者側が宥恕・寛大な刑を要求して
いる場合（厳罰までは求めていないような場合も含む）には，執行猶予の
判断に強く影響するという結果が示された。加害者側は，起こした事故に
対して，事故後，誠意を持って被害者に謝罪し，慰謝措置を取ることが重
要であると思われる。
注
（） 本稿における交通犯罪は，自動車事故に対して自動車運転過失致死傷罪（業
務上過失致死傷罪）や危険運転致死傷罪が適用された事例のことをいう。
（） このあいだ道路交通法も改正され，反則行為に対する罰則が強化されている。
（） 井上宏ほか「刑法の一部を改正する法律の解説」法曹時報54巻号（2002年）
33頁以下，同「自動車運転による死傷事犯に対する罰則の整備（刑法の一部改正）
等について」ジュリスト1216号（2002年）36頁以下，山田利行「危険運転致死傷
罪の新設等─刑法の一部を改正する法律」時の法令1664号（2002年）22頁以下，
同「刑法の一部を改正する法律の概要」警察学論集55巻号（2002年）114頁以下，
同ほか「『刑法の一部を改正する法律』及び『刑事訴訟法等の一部を改正する法
律』について─平成13年12月日公布・法律第138号・第139号」法律のひろば55
巻号（2002年）56頁以下，佐伯仁志「交通犯罪に関する刑法改正」法学教室258
号（2002年）71頁以下などを参照。
（） 松本裕ほか「刑法等の一部を改正する法律について」法曹時報57巻号
（2005年）31頁以下，同「凶悪・重大犯罪に対処するための刑事法の整備─刑法等
の一部を改正する法律」時の法令1732号（2005年）頁以下，佐藤弘規「凶悪・
重大犯罪に適正に対処するための刑法等の一部を改正する法律の概要」法律のひ
ろば58巻号（2005年）頁以下，同「刑法等の一部を改正する法律」ジュリス
ト1285号（2005年）33頁以下などを参照。
（） 眞田寿彦ほか「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」ジュリスト1318
号（2006年）67頁以下，安永健次「罰金刑の新設等のための刑事法の整備─刑法
及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」時の法令1775号（2006年）31頁以下，同
「『刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律』について」刑事法ジャーナル号
（2006年）84頁以下などを参照。
（） 伊藤栄二ほか「『刑法の一部を改正する法律』について」法曹時報59巻	号
（2007年）27頁以下，江口和伸「刑法の一部を改正する法律について」ジュリスト
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1342号（2007年）135頁以下，同「『刑法の一部を改正する法律』について」刑事
法ジャーナル
号（2007年）80頁以下，同「自動車運転過失致死傷罪の新設と危
険運転致死傷罪の対象となる自動車の範囲の拡大─刑法の一部を改正する法律」
時の法令1792号（2007年）28頁以下などを参照。
（） 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）と危険運転致死傷罪の適用
基準については，別稿にて分析・検討したいと思う。
（	） 法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）23頁。
（
） 前掲注（	），23頁。
（10） 前掲注（	），23頁。
（11） 前掲注（	），24頁。
（12） 前掲注（	），25頁。
（13） 前掲注（	），26頁。
（14） 前掲注（	），26頁。
（15） 前掲注（	），27頁。
（16） 本調査の対象とした判決謄本は，法務省法務総合研究所と東京地方検察庁に
ご協力いただき，収集した。法務省法務総合研究所と東京地方検察庁に厚くお礼
申し上げます。
（17） 本調査は，財団法人社会安全研究財団2008年度一般研究助成（岡田好史＝岩
井宜子＝渡邊一弘＝柴田守「自動車事故による交通犯罪の量刑基準─危険運転致
死傷罪における科刑基準を中心に─」）と，同2010年度若手研究助成（柴田守「量
刑の数量化基準に関する基礎的研究─自動車の致死傷事件の判決を素材とし
て─」）により，実施した。財団法人社会安全研究財団に厚くお礼申し上げます。
（18） 松宮崇＝徳山孝之＝岩井宜子「量刑の数量化に関する基礎的研究─自動車事
故事件について─」法務総合研究所研究部紀要14（1971年）
頁以下，松宮崇＝
徳山孝之＝岩井宜子「自動車事故事件の量刑に関する研究（第報告 刑種の選
択）」法務総合研究所研究部紀要15（1972年）109頁以下，松宮崇＝徳山孝之＝黒
田修生＝岩井宜子「自動車事故事件の量刑に関する研究（第報告 実刑・執行猶
予の基準について）」法務総合研究所研究部紀要16（1973年）81頁以下。
（19） 説明を要する調査項目だけを取り上げて，あらかじめ説明しておく。「⑥被害
者数」については，つの事故におけるすべての被害者数をチェックした。たと
えば，人死亡し，人が負傷したという場合には，「（）死亡者数」は人，
「（）負傷者数」は人としている。他方で，「（）傷害の程度（最も重い負傷
者）」および「（）後遺症（最も重い負傷者）」については，最も重い負傷者のみ
を取り上げて，その状況をチェックした。たとえば，前記の例において，負傷し
た人のけがの状況が，それぞれ全治週間，週間，ヶ月でいずれも後遺症
がないと想定した場合には，最も重い全治ヶ月の負傷者を取り上げ，「（）
ヶ月未満」，「（）後遺症なし」とチェックした。また，「⑪被告人の法令違反」，
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「⑫事故の態様」，「⑭被害者または第三者の過失」，「⑮被害時の行動」については，
判決謄本に記載された「罪となるべき事実」から事故の状況を把握し，各カテゴ
リーに該当するかどうかをチェックした。いずれも複数該当する場合があること
から，これらの項目は複数チェックを可能とした。そして，「⑰示談」，「⑱賠償
額」，「⑲被告人の出捐」，「⑳前科の有無」，「㉑被害者感情」，「㉒その他量刑に関
する事項」については，「量刑の理由」から該当するカテゴリーをチェックした。
ただ，収集した判決謄本には調書判決が比較的多くあり，「量刑の理由」が記載さ
れていない判決もあったことから，このような判決については，「（99）記載なし・
不明」のカテゴリーをチェックしている。「④判決の主文」および「⑧主たる罪
名」については，「法令の適用」から該当するカテゴリーをチェックした。
（20） 研究アシスタントとしてご協力いただいた張光雲さん（専修大学社会知性開
発研究センター RA・専修大学大学院法学研究科博士後期課程）と暮井真絵子さん
（成城大学大学院法学研究科博士課程後期）に厚くお礼申し上げます。
（21） 信号無視については，赤信号無視型の危険運転致死傷罪（刑法208条の第
項後段）との関係について検証すべき課題である。
（22） 酒酔い・酒気帯び運転については，飲酒等影響型の危険運転致死傷罪（刑法
208条の第項前段）との関係について検証すべき課題である。
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